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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第102期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第103期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第102期

会計期間
自  平成21年４月１日
至  平成21年６月30日

自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日

自  平成21年４月１日
至  平成22年３月31日

売上高 (百万円) 2,186 3,433 10,380

経常利益又は経常損失（△） (百万円) △117 443 25

四半期(当期)純利益又は
四半期純損失（△）

(百万円) △56 273 154

純資産額 (百万円) 40,864 41,225 41,671

総資産額 (百万円) 43,462 44,265 45,272

１株当たり純資産額 (円) 1,473.39 1,486.41 1,502.48

１株当たり四半期(当期)純利
益金額又は１株当たり四半期
純損失金額（△）

(円) △2.05 9.86 5.57

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ─ ─ ─

自己資本比率 (％) 94.0 93.1 92.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 168 58 1,849

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 39 1,072 △4,310

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △150 △139 △290

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 6,039 4,210 3,215

従業員数 (人) 769 766 753

(注)  １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２　売上高には、消費税等は含んでおりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額について、第103期第１四半期連結累計（会計）期間

及び第102期においては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、第102期第１四半期連結累

計（会計）期間においては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成22年６月30日現在

従業員数(人) 766

(注)  従業員数は、就業人員であります。

　

(2) 提出会社の状況

　 平成22年６月30日現在

従業員数(人) 747

(注)  従業員数は、就業人員（当社から社外への出向者を除く）であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第１四半期連結会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日）

前年同四半期比(％)

減速機（百万円） 2,280 ─

歯車（百万円） 995 ─

合計（百万円） 3,276 ─

(注) １  金額は販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。
２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(2) 受注状況

当第１四半期連結会計期間の受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高(百万円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(百万円)

前年同四半期比
(％)

減速機 2,460 ─ 767 ─

歯車 1,121 ─ 771 ─

合計 3,581 ─ 1,538 ─

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(3) 販売実績

当第１四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日）

前年同四半期比(％)

減速機（百万円） 2,363 ─

歯車（百万円） 1,032 ─

不動産賃貸（百万円） 37 ─

合計（百万円） 3,433 ─

(注) １  セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２  前第１四半期連結会計期間及び当第１四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販

売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日）

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

高津伝動精機（株） 257 11.8 346 10.1

３  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告

書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。

　
（１）業績の状況

当第1四半期連結会計期間におけるわが国経済は、堅調な輸出と政府の経済対策の効果により企業業績

は回復基調で推移しました。しかしながら欧州の財政危機、円高等、経済環境の不透明感が加速しており、

わが国経済の回復の本格化にはまだ時間を要するものと思われます。

当社グループを取り巻く業界におきましては、外需を中心に設備投資需要の回復傾向が続き、堅調に推

移いたしました。

その結果、当第１四半期連結会計期間の連結売上高は、3,433百万円（前年同四半期比57.1％増）とな

りました。

利益面におきましては、売上高の回復に伴う粗利益の増加等により、営業利益404百万円（前年同四半

期は営業損失284百万円）となりました。また、経常利益は円高による為替差損の発生及びデリバティブ

評価損の発生等により443百万円（前年同四半期は経常損失117百万円）となり、四半期純利益は273百万

円（前年同四半期は四半期純損失56百万円）となりました。

セグメントの業績は、次のとおりであります。

①減速機

国内売上は前年第１四半期を底に、外需を中心にした回復基調により1,807百万円、海外売上は海外経

済の回復を反映し、米国、中国、韓国向けが増加し555百万円、売上高合計は2,363百万円となりました。セ

グメント利益におきましては、売上高の回復に伴う粗利益の増加等により306百万円となりました。

②歯車

国内売上は設備投資動向の回復等に伴う全業種の受注増により980百万円、海外売上は北米市場向け電

動工具用歯車の減少により51百万円、売上高合計は1,032百万円となりました。セグメント利益におきま

しては、売上高の回復に伴う粗利益の増加等により58百万円となりました。

③不動産賃貸

愛知県名古屋市内に賃貸マンション２棟を運営しております。売上高は37百万円となり、セグメント利

益は26百万円となりました。

　
（２）キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前第１四半期

連結会計期間末と比べ1,829百万円減少し、4,210百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、58百万円（前年同四半期比65.2％減）となりました。資金の増加要因

として税金等調整前四半期純利益441百万円、減価償却費322百万円があり、資金の減少要因として売上債

権の増加額400百万円、その他流動負債の減少額306百万円があります。
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（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果得られた資金は、1,072百万円（前年同四半期比2,645.3％増）となりました。資金の増

加要因として有価証券の売却及び償還による収入2,200百万円があり、資金の減少要因として投資有価証

券の取得による支出1,030百万円があります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、139百万円（前年同四半期比7.6％減）となりました。資金の減少要因

として、配当金の支払額138百万円などがあります。

　
（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありませ

ん。

　
（４）研究開発活動

当第１四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、74百万円であります。

なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありま

せん。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設、除

却等について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却

等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 68,256,300

計 68,256,300

　

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成22年８月６日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 29,194,673 29,194,673
東京証券取引所
名古屋証券取引所
各市場第二部

単元株式数
100株

計 29,194,673 29,194,673 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成22年４月１日～
平成22年６月30日

─ 29,194 ─ 3,475 ─ 2,575

　

(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握してお

りません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成22年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 1,459,700

― ─

完全議決権株式(その他) 普通株式27,708,800 277,088 ─

単元未満株式 普通株式    26,173 ― 一単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 　　　  29,194,673 ― ―

総株主の議決権 ― 277,088 ―

(注) １　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が900株含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数９個が含まれております。

２　当第１四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成22年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成22年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社ニッセイ

愛知県安城市和泉町井ノ
上１番地１

1,459,700 ─ 1,459,700 4.9

計 ― 1,459,700 ─ 1,459,700 4.9

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成22年４月 ５月 ６月

最高(円) 740 735 670

最低(円) 650 634 622

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第１四半期連結会計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び前第１四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第１四半期連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び当第１四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間(平成21年４月１

日から平成21年６月30日まで)及び前第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日

まで)及び当第１四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
　(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 311 308

受取手形及び売掛金 3,345 2,942

有価証券 7,965 9,173

製品 238 276

仕掛品 1,413 1,460

原材料及び貯蔵品 304 288

未収還付法人税等 42 32

その他 358 342

貸倒引当金 △3 △2

流動資産合計 13,977 14,821

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 4,212 4,271

機械装置及び運搬具（純額） 3,793 3,945

その他（純額） 2,592 2,597

有形固定資産合計 ※
 10,598

※
 10,814

無形固定資産 38 41

投資その他の資産

投資有価証券 16,947 16,884

その他 2,719 2,725

貸倒引当金 △16 △15

投資その他の資産合計 19,651 19,594

固定資産合計 30,288 30,451

資産合計 44,265 45,272

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 903 752

未払法人税等 9 10

賞与引当金 220 －

その他 642 1,126

流動負債合計 1,776 1,890

固定負債

退職給付引当金 503 746

役員退職慰労引当金 92 91

繰延税金負債 657 860

その他 10 11

固定負債合計 1,263 1,710

負債合計 3,040 3,601
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 3,475 3,475

資本剰余金 2,575 2,575

利益剰余金 35,210 35,075

自己株式 △1,283 △1,283

株主資本合計 39,978 39,843

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,301 1,883

為替換算調整勘定 △53 △56

評価・換算差額等合計 1,247 1,827

純資産合計 41,225 41,671

負債純資産合計 44,265 45,272
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 (2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日
    至 平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日
    至 平成22年６月30日）

売上高 2,186 3,433

売上原価 1,891 2,414

売上総利益 294 1,019

販売費及び一般管理費

従業員給料 148 160

賞与引当金繰入額 47 52

その他 383 401

販売費及び一般管理費合計 579 614

営業利益又は営業損失（△） △284 404

営業外収益

受取利息 41 45

受取配当金 42 35

物品売却益 6 21

助成金収入 68 －

その他 35 4

営業外収益合計 194 106

営業外費用

支払利息 0 0

売上割引 10 14

為替差損 8 20

デリバティブ評価損 － 27

デリバティブ費用 8 3

その他 0 1

営業外費用合計 27 67

経常利益又は経常損失（△） △117 443

特別利益

貸倒引当金戻入額 0 －

特別利益合計 0 －

特別損失

その他 0 1

特別損失合計 0 1

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△116 441

法人税、住民税及び事業税 1 4

法人税等調整額 △61 162

法人税等合計 △60 167

少数株主損益調整前四半期純利益 － 273

四半期純利益又は四半期純損失（△） △56 273
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　(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
  至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
  至 平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△116 441

減価償却費 380 322

退職給付引当金の増減額（△は減少） △308 △242

貸倒引当金の増減額（△は減少） △0 1

受取利息及び受取配当金 △83 △81

助成金収入 △68 －

支払利息 0 0

固定資産除却損 0 1

売上債権の増減額（△は増加） 760 △400

たな卸資産の増減額（△は増加） △54 68

仕入債務の増減額（△は減少） △83 146

その他の流動負債の増減額（△は減少） △309 △306

その他 △122 38

小計 △8 △10

利息及び配当金の受取額 85 83

利息の支払額 △0 △0

助成金の受取額 81 －

法人税等の支払額 6 △13

法人税等の還付額 3 0

営業活動によるキャッシュ・フロー 168 58

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △399 －

有価証券の売却及び償還による収入 800 2,200

有形固定資産の取得による支出 △148 △95

無形固定資産の取得による支出 △5 △0

投資有価証券の取得による支出 △207 △1,030

投資有価証券の売却及び償還による収入 － 0

貸付けによる支出 － △0

貸付金の回収による収入 0 0

投資活動によるキャッシュ・フロー 39 1,072

財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 － △0

自己株式の売却による収入 0 －

自己株式の取得による支出 △12 －

配当金の支払額 △138 △138

財務活動によるキャッシュ・フロー △150 △139

現金及び現金同等物に係る換算差額 19 3

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 76 995

現金及び現金同等物の期首残高 5,962 3,215

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 6,039

※
 4,210
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
　　至　平成22年６月30日）

会計処理基準に関する事項の変更 資産除去債務に関する会計基準の適用

当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成

20年３月31日）を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

　

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
　　至　平成22年６月30日）

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適

用により、当第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　

【簡便な会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
　　至　平成22年６月30日）

１  一般債権の貸倒見積高の算定方法 当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に

算定したものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度

末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

２  棚卸資産の評価方法 当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸

を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法

により算定する方法によっております。

３  法人税等並びに繰延税金資産及び繰

延税金負債の算定方法

法人税等の納付額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控

除項目を重要なものに限定する方法によっております。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

※　有形固定資産の減価償却累計額は、32,195百万円であ

ります。

※　有形固定資産の減価償却累計額は、31,947百万円であ

ります。

　

(四半期連結損益計算書関係)

前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）及び当第１四半期連結累計

期間（自平成22年４月１日　至平成22年６月30日）

該当事項はありません。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第１四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年６月30日現在）

現金及び預金勘定 378百万円

有価証券勘定 10,116百万円

計 10,494百万円
取得日から償還日までの期間が
３ヶ月を超える債券等

△4,455百万円

現金及び現金同等物 6,039百万円

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年６月30日現在）

現金及び預金勘定 311百万円

有価証券勘定 7,965百万円

計 8,277百万円
取得日から償還日までの期間が
３ヶ月を超える債券等

△4,066百万円

現金及び現金同等物 4,210百万円

　

(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成22年６月30日)及び当第１四半期連結累計期間(自平成22年４月１日  

至平成22年６月30日)

１  発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 29,194,673

　

２  自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 1,459,713

　

３  配当に関する事項

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年５月13日
取締役会

普通株式 138 5 平成22年３月31日 平成22年６月１日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自平成21年４月１日  至平成21年６月30日)

　
動力伝導
装置事業
(百万円)

不動産
賃貸事業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に対する
売上高

2,146 38 1 2,186 ― 2,186

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

─ 1 ─ 1 (  　1) ―

計 2,146 40 1 2,187 (  　1) 2,186

営業利益又は
営業損失（△）

△307 25 △1 △283 (  　1) △284

(注) １　事業区分の方法

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２　各事業の主な内容

事業区分 主な内容

動力伝導装置事業 減速機、歯車等の販売

不動産賃貸事業 不動産賃貸

　

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自平成21年４月１日  至平成21年６月30日)

　
日本
(百万円)

米国　
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に対する売上高 1,989 197 2,186 ― 2,186

  (2) セグメント間の内部売上高
又は振替高

172 ─ 172 (  172) ―

計 2,161 197 2,358 (  172)2,186

営業利益又は営業損失（△） △280 1 △278 (  　5) △284

　

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間(自平成21年４月１日  至平成21年６月30日)

　 アジア 米州 欧州 計

Ⅰ  海外売上高(百万円) 139 197 0 337

Ⅱ  連結売上高(百万円) 　 　 　 2,186

Ⅲ  連結売上高に占める
    海外売上高の割合(％)

6.4 9.0 0.0 15.4

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近設度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

アジア：東アジア、東南アジア、オセアニア

米州　：米国、カナダ

欧州　：イギリス

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

【セグメント情報】

１  報告セグメントの概要
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当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会お

よび執行役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となって

いるものであります。

当社は、主に動力伝導装置等の生産・販売と不動産賃貸事業を展開しております。動力伝導装置等の

生産・販売につきましては、製品別の戦略を立案し、事業活動を展開しております。

したがって、当社は製品・サービス別のセグメントから構成されており、「減速機」、「歯車」並び

に「不動産賃貸」の３つを報告セグメントとしております。

　

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第１四半期連結累計期間(自平成22年４月１日  至平成22年６月30日)

　 　 　 （単位：百万円）

　 減速機 歯車 不動産賃貸 合計

売上高 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 2,363 1,032 37 3,433

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

0 ─ 1 1

計 2,363 1,032 39 3,435

セグメント利益 306 58 26 391

　

３  報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容(差異調整に関する事項)

　 (単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 391

セグメント間取引消去 △1

全社費用(注) △1

売上割引 14

四半期連結損益計算書の営業利益 404

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　

（追加情報）

当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17

号　平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第20号　平成20年３月21日）を適用しております。
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(金融商品関係)

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

(資産除去債務関係)

該当事項はありません。

　

(賃貸等不動産関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

　 　

１株当たり純資産額 1,486.41円
　

　 　

１株当たり純資産額 1,502.48円
　

　

２  １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等

前第１四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

１株当たり四半期純損失金額 △2.05円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式
が存在しないため記載しておりません。
　

１株当たり四半期純利益金額 9.86円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
　

(注)  １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△）(百万円) △56 273

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─

普通株式に係る四半期純利益又は
四半期純損失（△）(百万円)

△56 273

期中平均株式数（千株） 27,742 27,734

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について引き

続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行っておりますが、当四半期連結会計期間におけ

るリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりません。

　

２ 【その他】

平成22年５月13日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

（イ）配当金の総額 138百万円

（ロ）１株当たりの金額 ５円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成22年６月１日

(注)  平成22年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。

　

EDINET提出書類

株式会社ニッセイ(E01641)

四半期報告書

20/23



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成２１年８月５日

株式会社ニッセイ

取締役会  御中

　

有限責任監査法人トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    渋    谷    英    司    印

　

指定有限責任社員

業務執行社員
　 公認会計士    内    山    隆    夫    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ニッセイの平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計

期間(平成２１年４月１日から平成２１年６月３０日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成２１年４月１

日から平成２１年６月３０日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結

損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を

表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ニッセイ及び連結子会社の平成２１

年６月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成２２年８月５日

株式会社ニッセイ

取締役会  御中

　

有限責任監査法人トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    渋    谷    英    司    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    内    山    隆    夫    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ニッセイの平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計

期間(平成２２年４月１日から平成２２年６月３０日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成２２年４月１

日から平成２２年６月３０日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結

損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を

表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ニッセイ及び連結子会社の平成２２

年６月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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